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令和７年度 事業評価監視委員会 再評価付帯意見に対する取組 

 

No.4 道路改良事業 主要地方道吉田大東線においては、特に富士山静岡空

港へのアクセス向上による地域の人やモノの移動を支える基盤強化が期待さ

れる。一方で、当地域は茶畑等の農地が広く分布していることから、地域に

配慮するとともに、わかりやすく丁寧な情報発信をするなど地域住民の理解

促進に努められたい。また、急勾配の道に大型車が多く走行することが予想

されることから、交通利用の在り方も検討することが望ましい。 

（交通基盤部道路局 道路整備課） 

 

・地域への配慮 

本事業区間には茶畑等の農地が分布していることから、地元の農業協同組合

と打ち合わせを行い、工事の実施時期を調整しています。 

・地域住民への情報発信 

年２回実施している地域の集会において、事業の進捗状況を報告し、地域住

民の理解促進に努めています。また、計画延長 1.7km のうち、令和８年３月に

供用した島田市内 0.4km 区間について、事前に地元自治会へチラシを配布し供

用予定日を周知するとともに、供用後は速やかに SNS へ公開するなど、地域を

はじめ広く情報発信に努めています。 

・急勾配を走行する大型車への対応 

 道路構造令の解説と運用（令和３年３月）P445 では、交通量が多く、かつト

ラックの混入率も大きい場合には登坂車線の設置を行うこととなっており、同

P208 からは、混入率が大きいとは、おおむね 30％以上の場合と考えることがで

きます。 

本路線の推計大型車混入率は 6.9％であることから、現時点で登坂車線を設置

する計画はありませんが、急勾配区間に速度低下の注意喚起を図る標識※を設置

します。 

 また、全線供用後は交通状況を注視し、必要に応じて交通管理者等の関係機関

と協議の上、対策を検討していきます。 
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No.4 道路改良事業 主要地方道吉田大東線においては、特に富士山静岡空港へのアクセス向上による地域の人やモノの移動を支える基盤

強化が期待される。一方で、当地域は茶畑等の農地が広く分布していることから、地域に配慮するとともに、わかりやすく丁寧な情報発信をす

るなど地域住民の理解促進に努められたい。また、急勾配の道に大型車が多く走行することが予想されることから、交通利用の在り方も検討す

ることが望ましい。

再評価 ご意見①

○取組内容

令和７年度 委員会付帯意見に対する取組

・地域への配慮

本事業区間には茶畑等の農地が分布していることから、地元の農業協同組合と打ち合わせを行い、工事の実施時期を調整しています。

・地域住民への情報発信

年２回実施している地域の集会において、事業の進捗状況を報告し、地域住民の理解促進に努めています。また、計画延長1.7kmのうち、

令和８年３月に供用した島田市内0.4km区間について、事前に地元自治会へチラシを配布し供用予定日を周知するとともに、供用後は速やか

にSNSへ公開するなど、地域をはじめ広く情報発信に努めています。

・急勾配を走行する大型車への対応

道路構造令の解説と運用（令和３年３月）P445では、交通量が多く、かつトラックの混入率も大きい場合には登坂車線の設置を行うことと

なっており、同P208からは、混入率が大きいとは、おおむね30％以上の場合と考えることができます。

本路線の推計大型車混入率は6.9％であることから、現時点で登坂車線を設置する計画はありませんが、急勾配区間に速度低下の注意喚起

を図る標識※を設置します。

また、全線供用後は交通状況を注視し、必要に応じて交通管理者等の関係機関と協議の上、対策を検討していきます。
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令和７年度 委員会付帯意見に対する取組
■地域への配慮 ■地域住民への情報発信

（羽高団地：表面貯留施設） （羽高団地：地下貯留施設）

地元配布チラシ（表）

■急勾配を走行する大型車対応

地元配布チラシ（裏）

島田土木事務所Instagram

注意喚起標識の設置（例）

写真－計画道路周辺の茶畑
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令和７年度 事業評価監視委員会 再評価付帯意見に対する取組 

 

②No.11 河川改修事業 二級河川巴川においては、昭和 49 年の七夕豪雨を契

機に浸水対策を進めており、現在では同規模の降雨に対して、浸水被害の大

幅な軽減が見られる。引き続き、地元等と調整しながら流域治水に取り組ま

れたい。また、近年激甚化・頻発化する豪雨に対応できるよう整備計画の見

直しを含め、浸水リスクを最大限に軽減できるよう努められたい。 

 

（交通基盤部河川砂防局 河川海岸整備課） 

 

・麻機遊水地において、河川整備計画に位置付けた第２工区の豊地エリアが令和

８年３月に供用を開始しました。 

・巴川流域では、 巴川流域総合治水対策協議会を設立し、県や静岡市が、河川

整備や下水道整備を進めるとともに、流域内の開発行為に対して、開発者に雨

水の流出を抑える施設の整備を義務付けるなど、流域にお住まいの皆様と県・

市が連携し、流域全体で浸水被害の軽減を図る「流域治水」の取り組みを推進

します。 

・近年激甚化・頻発化する豪雨に対して、計画的な河川整備の推進に加え、既存

施設の有する機能を最大限発揮させるため、河道内の堆積土砂等を撤去する

など、適切な維持管理に努めるとともに、近年の浸水被害を踏まえ整備計画を

見直すなど、引き続き浸水被害の軽減を図ります。 
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No.11河川改修事業 二級河川巴川においては、昭和49年の七夕豪雨を契機に浸水対策を

進めており、現在では同規模の降雨に対して、浸水被害の大幅な軽減が見られる。引き続き、

地元等と調整しながら流域治水に取り組まれたい。また、近年激甚化・頻発化する豪雨に対

応できるよう整備計画の見直しを含め、浸水リスクを最大限に軽減できるよう努められたい。

再評価 ご意見②

○取組内容

令和７年度 委員会付帯意見に対する取組

• 麻機遊水地において、河川整備計画に位置付けた第２工区の豊地エリアが令和８年３月

に供用を開始しました。

• 巴川流域では、 巴川流域総合治水対策協議会を設立し、県や静岡市が、河川整備や下

水道整備を進めるとともに、流域内の開発行為に対して、開発者に雨水の流出を抑える施

設の整備を義務付けるなど、流域にお住まいの皆様と県・市が連携し、流域全体で浸水被

害の軽減を図る「流域治水」の取り組みを推進します。

• 近年激甚化・頻発化する豪雨に対して、計画的な河川整備の推進に加え、既存施設の有

する機能を最大限発揮させるため、河道内の堆積土砂等を撤去するなど、適切な維持管

理に努めるとともに、近年の浸水被害を踏まえ整備計画を見直すなど、引き続き浸水被害

の軽減を図ります。
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令和７年度 委員会付帯意見に対する取組
■麻機遊水地の供用開始
令和８年３月に麻機遊水地第２工区豊地(とよち)エリア
の供用を開始しました

■流域治水の推進

■河川の適正な維持管理

公園や学校等の公共施設における雨水貯留浸透施
設の整備を進めています

（羽高団地：表面貯留施設） （羽高団地：地下貯留施設）（継川：掘削工事着手前） （継川：掘削工事完了後）

既存施設の適切な維持管理のため、河道内における
堆積土砂の掘削や樹木の伐木を実施しています

巴川

麻機遊水地
第2-1工区

豊地エリア

● ： 整備済
● ： R6実施施
● ： R7実施予定
● ： R8以降予定

県：県営羽高団地
（R5～6・V=326m3）

県：静岡視覚
特別支援学校

（R7～・V=未定）

県：県営羽高団地
グラウンド

（R7・V=409m3）

市：飯田東小学校（R6完・V=1,183m3）

市：大内公園
（R5～6・V=451m3）

市：高橋花の木公園
（R5～6・V=448m3）

市：大内新田調整池
（R6～・V=30千m3）

市：山田池（機能強化）
（R5～6・V=2,143m3）
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令和７年度 事業評価監視委員会 事後評価付帯意見に対する取組 

 

① No.4 農業農村整備事業 中川地区においては、農業基盤整備や農地

集積の進展により、生産コストの削減や優良農地の維持・保全が図られて

いる。他の農業農村整備事業についても、地域の特色を踏まえ、効果的か

つ効率的な整備を推進するとともに、スマート農業や環境負荷軽減への取

組といった営農の変化に応じた整備の検討に努められたい。 

（経済産業部農地局 農地整備課） 

 

  今後も、水田稲作のコスト削減および野菜等の高収益作物生産の拡大を目

的として、地域の特性に応じた水田の大区画化や乾田化、情報通信設備の導

入を含むスマート農業推進のための基盤整備を推進してまいります。 

 

  生産性向上を図る基盤整備とともに農地の集積集約を推進することで、農

家減少や高齢化といった課題にも対応し、収益性の高い持続可能な営農環境

の構築に努めてまいります。 

 

また、効率的な整備の推進に関しては、一部地域の農業農村整備事業におい

て実施している、柑橘園造成に伴う掘削土を活用し、水田の畑地化と柑橘園の

区画整理を同時に行うなど、効率的な整備を継続的に展開してまいります。 

 

環境負荷の低減については、カーボンニュートラルの取組の一環として、一

部の茶園にて、抜根した茶樹をバイオ炭化させ、ほ場投入によるｐH矯正を行

うとともに、土中に炭素を蓄積する取組が進められているところです。今後は、

地域の実情に応じて、環境負荷軽減に資する循環型資源利用を促進してまいり

ます。 
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農業農村整備事業 中川地区においては、農業基盤整備や農地集積の進展により、生産コストの削減や優良農地
の維持・保全が図られている。他の農業農村整備事業についても、地域の特色を踏まえ、効果的かつ効率的な整備
を推進するとともに、スマート農業や環境負荷軽減への取組といった営農の変化に応じた整備の検討に努められた
い。

事後評価 ご意見

○取組内容
・農家減少への対応や水田稲作のコスト削減や野菜等の高収益作物の生産拡大を図るため、水田の大区画化や
乾田化、情報通信設備の整備などスマート農業の導入を可能とする基盤整備や農地の集積集約を推進する。その
際、柑橘園の造成土を活用し水田の畑地化と柑橘園の区画整理を同時に行う等、効率的な整備を行っていく。
・カーボンニュートラルの取組の一環として、茶園造成の際に抜根した茶樹をバイオ炭化させ、ほ場投入によるｐH矯
正を行うとともに、土中に炭素を蓄積するといった、環境負荷軽減への取組を促進していく。

令和７年度 委員会付帯意見に対する取組

基盤整備前 基盤整備後

スマート農業導入（自動操舵・水田ICT） 環境負荷軽減への取組

水田センサー 無線基地局自動給水栓
（袋井市）

どこにいても、PC
・スマートフォンで
水操作可能

基盤整備前 基盤整備後（イメージ）

伐根した茶樹をバイオ炭化
→ほ場投入によるｐH矯正

大区画・乾田化
→自動操舵農機が
表作・裏作で活躍柑橘園造成の掘削土を水田整備に活用

投入

J-クレジット
「バイオ炭の農地施用」

科学的に認められたCO2削減手法
（農業分野のJ-クレジット制度承認）
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